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桶川市道の駅整備事業 基本契約書（案） 

 

桶川市道の駅整備事業（以下「本事業」という。）に関して、発注者である桶川市（以下「市」

という。）と、［代表企業名］（以下「代表企業」という。）を代表企業とする［グループ名］

グループを構成する末尾当事者欄に記名押印せる各構成企業は、本事業に関する基本的な事

項について合意し、次のとおり基本契約（以下「基本契約」という。）を締結する。 
なお、この契約書は、仮契約として締結するものであり、桶川市議会の議決を得たときは、何

らかの手続きをすることなく本契約としての効力を生ずるものとし、双方信義に従って誠実にこ

れを履行するものとする。 

 

 

 

（目的及び解釈） 

第１条 基本契約は、市及び選定事業者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な基

本的事項を定めることを目的とする。 
２ 基本契約本文に定義されていない用語については、別紙１の定義集に定義された意味を有す

るものとする。 
 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第２条 市は、本事業が民間の企業によって実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重する

ものとする。 
２ 選定事業者は、本事業が公共性を有することを十分理解し、本事業の実施に当たっては、その

趣旨を尊重するものとする。 
 

（事業日程） 

第３条 本事業の事業日程については、別紙２に示す。ただし、基本契約、設計工事請負契約、 
２ 設計等業務期間は、設計建設工事請負契約の効力発生の日から令和５年９月３０日までとす

る。ただし、設計建設工事請負契約の規定により変更されることがある。 
３ 工事監理業務期間は、設計等業務完了確認の日から令和７年１月３１日までとする。ただし、

設計建設工事請負契約の規定により変更されることがある。 
４ 建設業務期間は、設計等業務完了確認の日から令和７年１月３１日までとする。ただし、設計

建設工事請負契約の規定により変更されることがある。 
５ 開業準備期間は、令和６年１月●日から令和７年３月●日までとする。ただし、市と開業準備

企業との協議のうえ市の決定により変更されることがある。 
６ 維持管理・運営業務期間は、開業日から令和２２年３月３１日（以下「維持管理・運営満了日」

という。）までとする。ただし、指定管理者基本協定の規定により変更されることがある。 
７ 本事業の事業期間は、基本契約及び設計建設工事請負契約の本契約としての効力発生の日か

ら維持管理・運営満了日までとする。 
８ 本条及び別紙２の事業日程については、市及び構成企業全員の合意により変更できるものとす
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る。ただし、当該日程は、本施設の引渡し後においては、市との合意により変更することができ

る。 
 

（役割分担） 

第４条 本事業の実施において、選定事業者は、別途合意した場合を除き、それぞれ、次の各号に定

めるそれぞれの役割及び業務実施責任を負う。 
一 設計等業務は、設計企業がこれを行う。 
二 工事監理業務は、工事監理企業がこれを行う。 
三 建設企業は、▲▲共同企業体を組成し、建設業務は▲▲共同企業体がこれを行う。▲▲共同

企業体の業務は、建設企業が連帯して履行する責任を負担する。 
四 開業準備業務は、開業準備企業が行う。 
五 維持管理業務及び運営業務は、各構成企業のうち〔出資者名〕〔出資者名〕 及び〔出資者名〕

が本事業における維持管理・運営業務の遂行のみを目的として設立する［SPC名］（以下「維持

管理運営 SPC」という。なお、構成企業と維持管理運営 SPCを併せて以下「選定事業者」とい

う。）がこれを行う。維持管理企業及び運営企業は、維持管理運営 SPCから維持管理業務及び運

営業務について業務委託を受けて同受託業務を行う。選定事業者は、維持管理運営 SPCを令和

6 年 4 月 1 日までに設立する。 
六 統括管理業務は、設計等業務期間及び建設業務期間においては、建設企業がこれを行い、建

設業務期間終了後は運営企業がこれを行うことを標準とするが、その他の企業が行う場合は、

予め市との協議を行うものとする。 
 

（当事者が締結すべき契約） 

第５条 市と設計企業、工事監理企業及び▲▲共同企業体は、基本契約の仮契約締結と合わせて、募

集要項等、基本協定及び基本契約に基づき、設計建設工事請負契約を仮契約として締結する。こ

の各仮契約は、桶川市議会において議決を得られたときに本契約の効力が発生するものとする。 
［注］ 
建設企業が１社の場合においては、上記は「市と設計企業、工事監理企業及び建設企業は、」と

する。 
建設企業が設計等業務も行う場合で、かつ、建設企業が複数で共同企業体を結成する場合にお

いては、上記は、「市と工事監理企業及び▲▲共同企業体は、」とする。 
  以下、関連する条文について同様の修正を行うものとする。 
２ 市と維持管理運営 SPC は、維持管理業務及び運営業務の開始前までに、募集要項等、基本協

定及び基本契約に基づき、指定管理者基本協定を締結する。 
 

（市施設の設計、建設、工事監理業務及び開業準備業務） 

第６条 市施設の設計等業務、建設業務、工事監理業務及び開業準備業務に係る業務の概要は、募集

要項等に定めるとおりとする。 
２ 設計企業、工事監理企業及び▲▲共同企業体は、市との設計建設工事請負契約が本契約とし

て効力が発生した後、速やかにその業務に着手し、別途合意がある場合を除き、引渡予定日まで

に市施設を完成させ、市に引き渡す。 
３ 開業準備企業は、市との設計建設工事請負契約が本契約として効力が発生した後、適切な時
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期に業務に着手し、別途合意がある場合を除き、前項に示す引き渡し予定日までに開業準備を

完了する。 
 

（本施設の維持管理・運営業務） 

第７条 本施設の維持管理業務及び運営業務に係る業務の概要は、募集要項等に定めるとおりとす

る。 
２ 維持管理運営 SPC は、指定管理者基本協定締結後、維持管理業務及び運営業務をそれぞれ維

持管理企業及び運営企業に委託して、維持管理・運営業務期間において維持管理・運営業務を実

施する。 
 

（統括管理業務） 

第８条 本事業の統括管理業務に係る業務の概要は、募集要項等に定めるとおりとする。 
２ 統括管理企業は、基本契約の本契約としての効力が発生した後、募集要項等に従い、施設整備

期間、及び維持管理・運営期間において、本事業にかかる業務全体を統括する統括管理業務責任

者１名及び統括管理業務副責任者１名を配置しなければならない（以下、統括管理業務責任者

と統括管理業務副責任者とを併せて「統括管理業務責任者等」という）。統括管理企業は、維持

管理・運営期間中においては、最低でも統括管理業務責任者等のいずれか１名が本施設内に常

駐させるものとする。 
３ 統括管理企業は、統括管理業務責任者等をして、本事業を構成する各業務が円滑に遂行される

よう、選定事業者間の調整を行わせるものとする。選定事業者は、統括管理業務責任者等の調整

に誠実に協力し、必要な措置を講じなければならない。 
４ 選定事業者は、本事業が円滑に遂行されるため、市と選定事業者間の調整を行うことを目的と

して、桶川市道の駅関係者協議会（以下「関係者協議会」という。）を設置する。関係者協議会

は市、統括管理業務責任者等及び開催時点で実施されている各業務責任者（必要に応じて業務

担当者）にて構成され、市の担当者、統括管理業務責任者等、各業務責任者が出席しなければな

らない。また、市又は統括管理業務責任者等が出席を求めた場合、当該担当企業の担当者も出席

するものとする。 
５ 統括管理企業は、統括管理業務責任者等をして関係者協議会を運営させるものとし、関係者協

議会の運営方法、開催の必要な時期・場合、その他必要な事項については、統括管理業務責任者

等が事前に市の確認を得たうえで施行するものとする。 
６ 統括管理企業は、統括管理業務責任者等をして、基本契約締結後速やかに、各種申請、関係者

協議等の行程等の必要な事項を記載した事業全体のスケジュール表を市に提出させ、承諾を得

るものとする。 
７ 代表企業は、統括管理業務責任者等をして、基本契約が本契約としての効力を生じた後 30 日

以内に、関係図書に基づき管理方針、管理体制、管理方法等の管理計画、要求水準確認計画等の

必要な事項を記載した施設整備期間及び維持管理・運営期間の業務計画書（統括管理業務）を市

に提出させ、承諾を得るものとする。 
８ 統括管理企業は、統括管理業務責任者等をして、要求水準書に定めるところにより、各月の統

括管理業務の実施結果を統括管理業務報告書としてとりまとめ、翌月 10 日までに、市に提出さ

せ、その確認を得るものとする。 
９ 市は、統括管理業務に係るサービス対価を、別紙３、設計建設工事請負契約及び指定管理者基
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本協定に基づき、選定事業者に支払うものとし、当該支払いを受けた当該選定事業者は、当該支

払いを受けた金員を統括管理企業に支払うものとする。統括管理企業は市が統括管理業務に係

るサービス対価を上記のとおり支払うことについて予め異議なく同意する。 
 

（統括管理業務責任者等の変更） 

第９条 市は、施設整備期間及び維持管理・運営期間の各期間中において、統括管理業務責任者等が

その職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、統括管理企業に対し、その理由を明示

した書面により、統括管理業務責任者等の変更を要請することができる。 
２ 統括管理企業は、前項の要請を受けたときは、１４日以内に、新たな統括管理業務責任者等を

選出し、市の承諾を得なければならない。 
３ 統括管理企業は、施設整備期間及び維持管理・運営期間の各期間中において、やむを得ない事

由により、統括管理業務責任者等を変更する必要が生じたとき、市の承諾を得たうえで、統括管

理業務責任者等を変更することができる。 
４ 統括管理企業は、維持管理・運営期間の開始日において、維持管理企業又は運営企業のいずれ

かに変更することができる。当該変更を行う場合、事前に市に通知し、その確認を得るものとす

る。代表企業を変更する場合、これに併せて統括管理業務責任者等についても変更して配置す

るものとし、事前に市に通知し、その確認を得るものとする。 
 

（自主事業） 

第１０条 選定事業者は、市の承諾を得たときに限り、選定事業者提案書等に基づき、市施設につ

いて使用に関する法令上の必要とされる許可を得て、自主事業を維持管理・運営することができ

る。 
２ 自主事業を実施する構成企業は、使用許可を受けた期間中、当該敷地又は当該施設について市

に対し別途定める使用料を納付するものとする。 
３ 自主事業を実施する構成企業は、自主事業施設における維持管理又は自主事業の運営に関す

る一切の責任を負うものとし、市が取得・維持すべき許認可及び市が提出すべき届出を除き、自

主事業施設の維持管理又は運営のために必要な行政手続を自ら行うものとする。 
４ 自主事業を実施する構成企業は、選定事業者提案書等に記載された用途その他条件に従って

自主事業施設を維持管理し、又は自主事業を運営しなければならない。ただし、自主事業施設又

は自主事業の取扱いについて、市と協議の上、市の承諾を得て変更することができる。 
５ 自主事業に係る会計処理は、自主事業を除く本事業に係る会計と分離するものとする。 
 

（自主事業に係る報告） 

第１１条 選定事業者は、自主事業の実施状況及び自主事業に係る財務状況その他市が認める事項

について、要求水準書に従う方法により市に報告するものとする。 
２ 市は、前項の報告により、選定事業者による自主事業施設の維持管理又は自主事業の運営が前

条第３項から第５項の規定に反すると認める場合、または自主事業の収支が選定事業者提案書

等の内容を２事業年度連続して著しく下回った場合に、選定事業者に改善措置をとることを通

告し、自主事業施設の維持管理又は自主事業の運営に係る改善方法及び改善期日を記した計画

書（以下「自主事業改善計画書」という。）を提出することを求めることができる。 



- 5 -  

３ 市は、自主事業改善計画書に従った改善措置が認められないと判断した場合には、選定事業者

に対し、自主事業改善計画書を修正させ、再度提出することを求めることができる。この場合、

市は必要に応じて自主事業を一時中止させることができる。 
４ 市は、前項により、選定事業者の自主事業改善計画書の再提出をしてもなお、当該計画書の内

容自体に不備があるか、あるいは当該計画書に即した改善措置が認められない等、自主事業の

継続が不適当と判断した場合には、選定事業者に対し、自主事業に係る業務を終了させ、構成企

業所有に係る動産を撤去し、自主事業施設を原状回復のうえでの明け渡しを求めることができ

る。このとき当該原状回復、撤去又は退去に係る費用及び選定事業者に生じた損害については

選定事業者が負担するものとし、市は負担しない。なお、当該原状回復、撤去又は退去等を市が

求めても相当期間経過後も選定事業者がなお当該措置を実施しない場合、市は自ら当該措置を

実施したうえでその費用を選定事業者に請求することができる。市が当該措置を行うにあたり、

選定事業者に損害が生じた場合であっても、当該損害は選定事業者が負担し、市に請求できな

いものとする。 
 

（事業期間終了時の自主事業施設の取り扱い） 

第１２条 自主事業を実施する構成企業は、事業期間が終了した場合、市の承諾を得て自主事業を

中止することとなった場合又は前条第４項の規定により自主事業施設の原状回復、明け渡しを市

から求められた場合に、構成企業の所有する動産を撤去し、自主事業施設を原状回復のうえでの

明け渡しを行うものとする。ただし、市がこれらの措置を実施する必要がないと判断した場合、

当該選定事業者は、自主事業施設又は同施設内の物件を市に無償で引き渡すものとする。 
２ 選定事業者は、前項に基づき、原状回復、明け渡し又は市に無償で引渡した場合には、第１０

条第２項に定める使用料の支払義務を免れるものとする。 
 

（市の事由による自主事業施設の中止） 

第１３条 市は、公益上の理由に基づき自主事業施設又はその敷地の転用が必要となった場合その

他必要があると市が合理的に認める場合は、６０日前までに、中止の内容、理由及び期間を選定

事業者に通知して、選定事業者による自主事業の全部又は一部の実施の中止を求めることができ

る。 
２ 前項の求めを受けた場合、自主事業を実施する構成企業は市の選択に従い次の各号の措置を

とるものとする。 
一 市の指定する期日までに、当該自主事業を中止し、市に対して、市所有に係る自主事業施設

を原状回復のうえでの退去を行うこと。 
二 市または市の指定する者に対して、自主事業施設内の構成企業所有に係る動産の所有権の市

への譲渡及び自主事業の引き継ぎを行うこと。 
３ 市は、前２項の規定により自主事業の全部又は一部の実施が中止された場合において、必要が

あると認められる場合は、選定事業者と協議し当該事業の実施の中止により選定事業者に生じ

た損失（前項第二号の場合における譲渡の対価を含む）を合理的な範囲で補償するものとする。 
 

（市の解除権） 

第１４条 市は、構成企業が以下の各号のいずれかに該当するとき、その他選定事業者又は選定事
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業者が代理人（又は支配人、使用人）として使用していた者が、基本契約に関して公正な執行を

妨げ、又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したと合理的に認め

られるときは、本事業の履行期間中であっても基本契約、設計建設工事請負契約、指定管理者基

本協定又はその仮契約（以下個別に又は総称して「基本契約等」という。）の全部又は一部を解除

することができる。 
一 統括管理企業が統括管理業務を放棄し、３０日間以上にわたりその状態が継続したとき。 
二 構成企業が、次のいずれかに該当することとなったとき。 

(1) 本事業に関し、構成企業が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第 ５４号。以下独占禁止法という。）第 ３条の規定に違反し、又は構成企業が

構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が構成企業に対し、独占禁止法第 ７条の ２（独占禁止法第 ８条の３ 

において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法

第 ６３ 条第 ２ 項の規定により取り消された場合を含む。）。 

(2) 本事業に関し、納付命令又は独占禁止法第７ 条若しくは第 ８ 条の２ の規定に基づ

く排除措置命令（これらの命令が構成企業又は構成企業が構成事業者である事業者団

体（本号において「構成企業等」という。）に対して行われたときは、構成企業等に対

する命令で確定したものをいい、選定企業等に対して行われていないときは、各名宛人

に対する命令のすべてが確定した場合における当該命令をいう。）において、独占禁止

法第３ 条又は第 ８ 条第１ 号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があっ

たとされたとき。 

(3) 納付命令又は排除措置命令により、構成企業等に独占禁止法第 3 条又は第 8 条第 1 号

の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取

引分野が示された場合において、本事業が、当該期間（これらの命令に係る事件が確定

したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実

行期間を除く。）に事業者選定が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当する

ものであるとき。 

(4) 本事業に関して、構成企業又はその役員若しくは使用人が刑法（明治４０年法律第４５

号をいい、その後の改正を含む。）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第

８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の罰条により公訴を提起されたとき。 

(5) 選定事業者の役員等（選定事業者の役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契

約を締結する事務所の代表者をいう。以下この条において同じ。）が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力

団員（以下この条及び第49条において「暴力団員」という。）であると認められると

き。 

(6) 選定事業者が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団をいう。以下この条及び第49条において同じ。）又は暴力団員が経

営に実質的に関与していると認められるとき。 

(7) 選定事業者の役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者

に損害を加える目的をもって、暴力団 又は暴力団員を利用するなどしたと認められる
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とき。 

(8) 選定事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

と認められるとき。 

(9) 選定事業者の役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有してい

ると認められるとき。 

(10) 選定事業者が、下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手

方が第１号から第５号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を

締結したと認められるとき。 

(11) 選定事業者が、第 4 号から第 8 号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、

原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（第 9 号に該当する場合を除

く。）に、市が選定事業者に対して当該契約の解除を求め、選定事業者がこれに従わな

かったとき。 

三 構成企業が募集要項に定める以下の参加資格要件を欠く事態となったとき。 
(1)   

(1) 日本国で施行されている法令に基づき登記されている法人であること。 
(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しない者であるこ

と。 
(3) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号）第 8条第

2 項第 1 号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当該

構成員を含まない団体であること。なお、基本協定又は事業契約の締結後に当該処分を受

けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当該構成員を含む団体であ

ることが判明した場合には当該基本協定又は事業契約を解除する。 
(4) 桶川市暴力団排除条例（平成 24 年 12 月 21 日条例第 21 号）第 2 条第 1 号または第 2 号に

該当しない者であること。また、契約後に該当していることが判明した場合には当該事業

契約を解除する。 
(5) 法人税、事業税、消費税及び地方税を滞納していない者であること。また、法人及び代表

者の法人市民税、住民税、固定資産税、軽自動車税、国民健康保険税等の市への滞納がな

いこと。 
(6) 設計企業のうち建築設計業務を行う企業が、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第 23 条

第１項の規定に基づく一級建築士事務所登録を行っていること。 
(7) 建設企業が、建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 1条第 1項の規定により、建築一式工

事の特定建設業の許可を受けた者であること。ただし、複数の者で施工する場合は、施工

する企業がそれぞれ担当する業種の許可を受けていればよいものとする。 
(8) 工事監理企業のうち建築物の工事監理を行う企業が、建築士法第 23 条第 1 項の規定に基

づく一級建築士事務所登録を行っていること。 
四 前各号に掲げる場合のほか、選定事業者が基本契約に違反し、その違反により基本契約の目

的を達することができないと市が認めたとき、又はその他選定事業者の責めに帰すべき事由に

より、基本契約の履行が困難であると市が認めたとき。 
五 設計建設工事請負契約又は指定管理者基本協定が解除又は指定の取消しにより終了したとき。 
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２ 前項第一号、同項第三号から第五号のいずれかの規定により基本契約が解除された場合は、選

定事業者は市に対して、当該解除が本契約の効力発生日から市施設の市への引渡しまでに行わ

れた場合には設計建設工事請負契約の契約金額（消費税及び地方消費税を含む）の合計額の１

０%に相当する金額を、当該解除が市引渡し後維持管理・運営終了日までの間に行われた場合に

は当該解除日の属する年度の指定管理者基本協定における指定管理料（業務委託料を含む）の

一年間分に相当する金額の１０％に相当する金額を違約金として、市の指定する期間内に支払

わなければならない。 
３ 第１項第二号のいずれかの規定に該当する場合は、基本契約の解除の有無にかかわらず、選定

事業者は市に対して、設計建設工事請負契約の契約金額、指定管理者基本協定における指定管

理料額（業務委託料額を含む）及び開業準備業務の対価の合計額（消費税及び地方消費税を含

む）の１０％に相当する金額を違約金として、市の指定する期間内に支払わなければならない。 
４ 前２項の場合において、選定事業者が納付した当該契約又は当該協定に基づく契約保証金（契

約保証金に代えて提供された担保又は保険会社から支払われる保険金を含む。以下この条にお

いて同じ。）があるときは、市は当該保証金をもって当該違約金に充当することができるものと

する。なお、市に実際に生じた損害の額が違約金の額の合計額を超える場合において、その超過

分につき、市が、選定事業者に対する賠償金の請求をすることを妨げるものではない。 
５ 第２項又は第３項の違約金に関して、同じ事由で同じ者が設計建設工事請負契約又は指定管

理者基本協定（基本契約を除く。本項において以下同じ。）においても違約金支払義務を負担す

る場合、同金額の範囲では本項の違約金支払義務を負担すれば足り、重ねて同契約又は同協定

の違約金を支払う必要はないものとする。 
６ 第２項又は第３項の規定により選定事業者が市に違約金を支払う場合において、市は、違約金

請求権と選定事業者の契約金請求権その他市に対する債権を相殺することができ、なお不足が

あるときはこれを追徴することができる。 
 

（市の実施するモニタリング） 

第１５条 市は別紙４に基づき、選定事業者が行う本件業務の遂行状況についてモニタリングを行

うとともに、同別紙に基づき、選定事業者に対して改善要求措置、サービス対価の減額措置及び

基本契約、設計建設工事請負契約又は指定管理者基本協定の解除又は指定の取消し等を行うこと

ができる。 
 

（基本契約上の権利義務の譲渡の禁止） 

第１６条 市及び選定事業者は、他の当事者の承諾なく基本契約上の権利義務又は契約上の地位に

つき、自己以外の第三者への譲渡又は担保権の設定をしてはならない。 
 

（債務不履行等） 

第１７条 基本契約の各当事者は、基本契約上の義務を履行しないことにより他の当事者に損害を

与えた場合、その損害を賠償しなければならない。 
 

（秘密保持義務） 

第１８条 市及び選定事業者は、本事業に関連して相手方から秘密情報として受領した情報を秘密

として保持して責任をもって管理し、本事業の実施以外の目的でかかる秘密情報を使用してはな
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らず、基本契約、設計建設工事請負契約又は指定管理者基本協定に特に定める場合を除き、相手

方の事前の書面による承諾なしに第三者に開示してはならない。ただし、次の各号に定める場合

はこの限りではない。 
一 基本契約締結前に、既に自ら保有していた場合 
二 基本契約締結前に、既に公知であった場合 
三 基本契約に関して知った後、自らの責めによらないで公知になった場合 
四 基本契約に関して知った後、正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課せられ 

ることなしに取得した場合 
五 裁判所により開示が命じられた場合 
六 市が市の議会の議決を得るために必要な範囲で開示する場合 
七 市又は選定事業者がそれぞれの弁護士等のアドバイザーに守秘義務を課して開示する場合。 
但し、すでに法令上守秘義務を負う場合は守秘義務を改めて課す必要はないものとする。 

八 市が桶川市情報公開条例(平成１３年９月２６日桶川市条例第１３号。その後の改正を含む。)
に基づき開示する場合 

九 法令等に従い開示が要求される場合 
十 権限ある官公署の命令に従う場合 
十一市及び選定事業者につき守秘義務契約を締結した市のアドバイザリー業務受託者及び本事業 
に関する選定事業者の下請企業又は受託者に開示する場合 

 

（基本契約の有効期間） 

第１９条 基本契約の有効期間は、基本契約の本契約としての効力発生日から指定管理者基本協定の 
終了の日までとする。 
２ 第１４条第２項、第３項、第１７条、第１８条、第２１条及び第２２条に定める事項について

は、基本契約終了（前項の失効又は第１４条による解除による終了を含む。）後も効力を有する

ものとする。 
 

（構成企業の変更） 

第２０条 代表企業又は構成企業の変更は、認めないものとする。ただし、やむを得ないと合理的

に認められる事由が生じた場合で、市の事前の書面による承諾（市議会の承認が必要なときは同

承認を含む。）を得たときは、この限りではない。 
 

（管轄裁判所） 

第２１条 市及び選定事業者は、基本契約に関して生じた当事者間の紛争について、さいたま地方

裁判所を合意による第一審の専属的管轄裁判所とする。 
 

（準拠法及び解釈） 

第２２条 基本契約は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈される。 
２ 基本契約、関連書類及び書面による通知は、日本語で作成される。また、基本契約の履行に関

して当事者間で用いる言語は、日本語とする。 
３ 基本契約の変更は、書面で行うものとする。 
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（補則） 

第２３条 基本契約に定めのない事項については、法令の定めによるもののほか、必要に応じて市

及び選定事業者が協議して定める。 
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この契約の証として、本書２通を作成し、全当事者記名押印の上、市及び選定事業者の代表企

業としての●が各１通を保有する。 

 

 

令和  年  月  日 
 

市 埼玉県桶川市泉 1 丁目 3 番 28 号 
 桶川市長  小 野  克 典   印 

 

選定事業者     代表企業 
[住所] 
[名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 

 
設計企業 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 

 

▲▲共同企業体 
同企業体代表者 
 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 
 
同企業体構成員 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 

 
工事監理企業 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 

 
開業準備企業 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 
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維持管理企業 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 

  
運営企業 
[住所] 
 [名称] 
代表取締役 ●● ●● 印 
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（別紙１） 

 

定義集 

 

基本契約において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

1. 業務に関する用語 
(1)  「統括管理業務」とは、要求水準書において統括管理業務として定められた各業務をい

う。 
(2)  「設計等業務」とは、要求水準書において設計等業務として定められた各業務をいう。 
(3)  「工事監理業務」とは、要求水準書において工事監理業務として定められた各業務をい

う。 
(4)  「建設業務」とは、要求水準書において建設業務として定められた各業務のうち、設計

等業務及び工事監理業務を除く各業務をいう。 
(5)  「開業準備業務」とは、要求水準書において開業準備業務として定められた各業務をい

う。 
(6)  「施設整備業務」とは、設計等業務、工事監理業務、建設業務及び開業準備業務を総称

していう。 
(7)  「維持管理業務」とは、要求水準書において維持管理業務として定められた各業務をい

う。 
(8)  「運営業務」とは、要求水準書において運営業務として定められた各業務をいう。 
(9)  「維持管理・運営業務」とは、維持管理業務及び運営業務を個別に又は総称していう。 
(10)  「自主事業」とは、選定事業者の任意提案により、本事業の目的を逸脱しない範囲にお

いて、構成企業が独立採算により実施する事業をいう。 
(11)  「独立採算業務」とは、運営業務のうち、基本契約、要求水準書又は指定管理者基本協

定において選定事業者の独立採算で行うべきことを定めた業務をいう。 
(12)  「本件備品等」とは、要求水準書又は選定事業者提案に基づき選定事業者が調達した什

器備品等をいう。 
(13)  「本施設」とは、市施設及び国施設を総称していう。 
(14)  「市施設」とは、設計建設工事請負契約に基づき選定事業者が設計･建設する施設その他

関連する一切の施設及び本件備品等をいう。 
(15)  「国施設」とは、指定管理者基本協定に基づき〔維持管理運営ＳＰＣ名〕が維持管理す

る施設のうち、市施設を除いた、国が所有する施設をいう。 
(16)  「自主事業施設」とは、選定事業者の任意提案により、法令上必要な使用許可又は賃借

を受けて、構成企業が独立採算により、事業期間中、自主事業を営む施設をいう。 
(17)  「基本協定」とは、市と〔代表企業名〕〔構成企業名〕〔構成企業名〕との間で、令和●年

●月●日付で締結した「桶川市道の駅整備事業 基本協定書」をいう。 
(18)  「設計建設工事請負契約」とは、市と〔設計企業名〕〔工事監理企業名〕及び〔建設企業

名/建設ＪＶ名〕との間で令和●年●月●日付で仮契約として締結し、桶川市議会の議決

を得ることにより本契約としての効力を生ずる「桶川市道の駅整備事業 設計建設工事

請負契約書」をいう。 
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(19)  「指定管理者基本協定」とは、市と〔維持管理運営 SPC 名〕との間で締結する予定の「桶

川市道の駅整備事業 指定管理者基本協定書兼維持管理業務委託契約書」をいう。 
(20)  「事業契約」とは、この基本契約、設計建設工事請負契約及び指定管理者基本協定を総

称して、又は個別にいう。 
 
2. 事業日程及び期間に関する用語 

(1)  「本件日程表」とは、別紙２に記載された事業日程表をいう。 
(2)  「本件引渡日」とは、この基本契約又は設計建設工事請負契約に従い変更された日をい

う。 
(3)  「工期」とは、市施設の建設業務期間をいい、建設工事開始日から完了日までの期間を

いう。 
(4)  「施設整備期間」とは、設計建設工事請負契約の本契約としての効力発生日から開業準

備業務完了日までの期間をいう。 
(5)  「維持管理・運営期間」とは、維持管理運営 SPC が市施設の指定管理者として指定され

た日から令和２２年３月３１日までの期間をいう。 
 
3. 体制に関する用語 

(1)  「構成企業」とは、本事業の募集における優先交渉権を得たグループである［グループ名］

を構成する企業である［構成企業名］、［構成企業名］ ・・・をいう。 
(2)  「代表企業」とは、構成企業を代表する［代表企業名］をいう。 
(3)  「工事監理企業」とは、構成企業であり、工事監理業務を担当する[工事監理企業名]をい

う。 
(4)  「設計企業」とは、構成企業であり、設計等業務を担当する[設計企業名]をいう。 
(5)  「建設企業」とは、構成企業であり、建設業務を担当する[建設企業名]をいう。 
(6)  「維持管理企業」とは、構成企業であり、維持管理運営 SPC から維持管理業務を受託し、

同業務を担当する[維持管理企業名]をいう。 
(7)  「運営企業」とは、構成企業であり、維持管理運営 SPC から運営業務を受託し、同業務

を担当する[運営企業名]をいう。 
(8)  「開業準備企業」とは、構成企業であり、開業準備業務を担当する[開業準備企業名]をい

う。 
(9)  「▲▲共同企業体」とは、[企業名]が代表者となり、[企業名]、[企業名]が構成員となって

結成する共同企業体をいう。※建設企業により結成されることを想定 
 
4. 選定事業者の募集に関する用語 

(1)  「実施方針」とは、市が令和 3 年 9 月 30 日に公表した桶川市道の駅整備事業実施方針及

び実施方針に対する質問及び回答書を個別に又は総称していう。 
(2)  「募集要項」とは、本事業に関し令和 4 年 4 月 6 日に公表された（令和 4 年●月●日に

変更された）募集要項及び募集要項の添付資料並びに付属資料（要求水準書を除く。）及

びこれらに対する質問及び回答書を個別に又は総称していう。 
(3)  「要求水準書」とは、本事業に関し令和 4 年 4 月 6 日に募集要項とともに公表された桶

川市道の駅整備事業要求水準書（別紙を含む。）及び要求水準書に対する質問及び回答書

を個別に又は総称していう。 
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(4)  「募集要項等」とは、募集要項、要求水準書、実施方針及びこれらに対する質問及び回答

書を個別に又は総称していう。 
(5)  「選定事業者提案書等」とは、選定事業者が募集手続において市に提出した選定事業者提

案書その他選定事業者が基本契約の締結までに市に提出した一切の書類を個別に又は総

称していう。 
(6)  「関係図書」とは、募集要項等及び選定事業者提案書等を個別に又は総称していう。 

 
5. 選定事業者による提出物に関する用語 

(1)  「建設費内訳書」とは、設計建設工事請負契約に基づき、選定事業者が提出する建設費

の内訳書をいう。 
(2)  「業務計画書（統括管理業務）」とは、基本契約の本契約としての効力発生日に代表企業

が作成し、市へ提出する、管理方針、管理体制、管理方法等の管理計画、要求水準確認

計画を示した計画書をいう。 
(3)  「業務計画書（維持管理業務）」とは、維持管理業務の実施に先立ち維持管理運営 SPC

が作成する、維持管理業務の業務区分ごとの実施方針、実施体制、実施内容等の必要な

事項を記載した計画書をいう。 
(4)  「年次業務計画書（維持管理業務）」とは、維持管理運営 SPC が、維持管理業務の実施

にあたって事業年度毎に作成する、維持管理業務の業務区分ごとの当該年度の実施体制、

実施スケジュール、修繕・更新計画等、維持管理業務を適正に実施するために必要な事

項を記載した年次計画書をいう。 
(5)  「業務計画書（運営業務）」とは、運営業務の実施に先立ち維持管理運営 SPC が作成す

る、運営業務の業務区分ごとの実施方針、実施体制、実施内容等の必要な事項を記載し

た計画書をいう。 
(6)  「年次業務計画書（運営業務）」とは、維持管理運営 SPC が、運営業務の実施にあたっ

て事業年度毎に作成する、運営業務の業務区分ごとの当該年度の実施体制、実施スケジ

ュール、実施方法等、運営業務を適正に実施するために必要な事項を記載した年次計画

書をいう。 
(7)  「業務報告書」とは、募集要項等に従い、選定事業者が作成し市に提出する、統括管理

業務、維持管理・運営業務に関する日報、月報、及び年度毎の報告書を個別に又は総称

していう。 
 

6. その他の用語 
(1)  「事業年度」とは、毎年４月１日から始まる１年間をいう。 
(2)  「サービス対価」とは、基本契約、設計建設工事請負契約又は指定管理者基本協定に基づ

く選定事業者の債務履行に対し、同契約又は同協定に基づき市が支払う対価をいう。「対

価」と略記するものも同様の意味とする。 
(3)  「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、地震その他の自然災害、又

は火災、騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象のうち通常の予見可能な範囲外のものな

どであって、市又は選定事業者のいずれの責めにも帰さないものをいう。ただし、法令の

変更は、「不可抗力」に含まれない。 
(4)  「法令」とは、法律・命令・条例・政令・省令・規則、若しくは通達・行政指導・ガイド

ライン、又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断、若しくはその他公的機関の定める一
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切の規定・判断・措置等をいう。 
(5)  「本指定」とは、市の条例に定めるところに従い、維持管理運営 SPC を、市施設の指定

管理者として指定することをいう。 
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（別紙２）事業日程表 

（選定事業者の提案による） 

 

項目 日程 

施設整備期間  

施設引渡し予定日  

開業日  

維持管理・運営終了日 令和２２年３月３１日 

 
 


